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文部科学省防災業務計画の修正について（通知） 

 

 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 36 条第１項の規定に基づき、文部科学省防災業務

計画を修正したので通知します。ついては、貴職において、防災担当部局と連携し、必要に応じ各種

計画を改定等いただくようお願いします。 

 なお、都道府県教育委員会教育長においては、所管の学校及び指定都市を除く域内の市区町村

教育委員会に対し、指定都市教育委員会教育長においては、所管の学校に対し、都道府県知事に

おいては、所轄の学校及び学校法人等並びに域内の市区町村認定こども園所管部局、所轄の認定

こども園及び認定こども園の設置者に対し、附属学校を置く国公立大学長においては、その管下

の学校に対し、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条第１項の認定を受けた

地方公共団体の長においては、所轄の学校及び学校設置会社に対しても周知いただくようお願

いします。 
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